
○千葉市市民参加及び協働に関する条例施行規則 

 

   平成２０年３月２８日公布 

千葉市規則第２５号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、千葉市市民参加及び協働に関する条例（平成２０

年千葉市条例第５号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例に

よる。 

 （パブリックコメント手続の実施の周知） 

第３条 実施機関は、条例第８条第１項の規定によりパブリックコメン

ト手続を実施しようとするときは、その旨を市の広報紙への掲載及び

インターネットを利用して閲覧に供する方法により市民に周知するも

のとする。 

 （対象施策の案に関連する資料） 

第４条 条例第８条第１項に規定する対象施策の案に関連する資料は、

次のとおりとする。 

（１）対象施策の案の概要 

（２）対象施策の案の趣旨、目的及び背景 

（３）前２号に掲げるもののほか、対象施策の案を理解するために必要  

  な資料 

 （対象施策の案等の公表） 

第５条 実施機関は、条例第８条第１項の規定による公表を行う場合は、 

 意見の提出期間、提出方法及び提出場所を併せて公表するものとする。 

２ 条例第８条第１項の規定による公表は、次に掲げる方法により行う

ものとする。 

（１）インターネットを利用して閲覧に供する方法 

（２）公表に係る対象施策を所管する実施機関の事務室における閲覧及

び配布 
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（３）市役所、各区役所及び各図書館において実施機関が指定する場所

における閲覧及び配布 

（４）前３号に掲げるもののほか、実施機関が適当と認める方法 

３ 前項第２号及び第３号に掲げる方法により公表を行う場合において、

公表する対象施策の案及びこれに関連する資料が相当量であるときそ

の他正当な理由があるときは、閲覧のみの方法により公表を行うこと

ができる。 

 （意見の提出等） 

第６条 実施機関は、パブリックコメント手続において市民から意見の

提出を求める場合、条例第８条第１項の規定による公表の日から起算

して１月以上の期間を設けるものとする。ただし、実施機関が特別の

事由があると認めたときは、この限りでない。 

２ パブリックコメント手続における意見の提出は、次に掲げる方法に

より行うものとする。 

（１）実施機関が指定する場所への書面の提出 

（２）郵便 

（３）ファクシミリ 

（４）電子メール 

（５）前各号に掲げるもののほか、実施機関が適当と認める方法 

３ 前項の規定により意見の提出を行おうとする者は、当該意見の提出

に当たり、氏名及び住所（意見の提出を行おうとする者が法人その他

の団体である場合にあっては、名称及び所在地並びに代表者の氏名）

を明らかにするものとする。ただし、実施機関が特に認めた場合は、

この限りでない。 

 （意見の提出者数等の公表） 

第７条 実施機関は、条例第８条第４項の規定による公表を行う場合は、

前条第２項各号の方法ごとの意見の提出者の数及び提出された意見の

数を併せて公表するものとする。 

２ 前項の公表については、第５条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（附属機関の委員の募集） 

第８条 実施機関は、附属機関の委員を公募により選任するため委員



を募集しようとするときは、次に掲げる事項を市の広報紙への掲載及

びインターネットを利用して閲覧に供する方法により行うものとする。 

（１）附属機関の名称 

（２）附属機関の設置目的及び審議事項 

（３）委員の任期 

（４）会議の開催予定 

（５）募集する委員数及び応募資格 

（６）応募方法及び募集期間 

（７）委員の選考方法及び選考結果の通知方法 

（８）委員の報酬 

（９）前各号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める事項   

２  前項の規定により委員の募集をするときは、１月以上の募集期間 

を設けるものとする。ただし、実施機関が特別の事由があると認め

るときは、この限りでない。 

（附属機関の委員の応募資格） 

第９条 公募により選任する附属機関の委員（以下「公募委員」とい

う。）に応募することができる者は、次に掲げる要件のすべてを満た

す者とする。 

（１）本市内に在住し、在勤し、又は在学していること。 

（２）本市の他の附属機関の公募委員でないこと。 

（３）本市の市議会議員又は職員でないこと。 

（４）前３号に掲げるもののほか、実施機関が附属機関の設置目的、審

議事項等に応じ、必要と認める要件 

（委員の選考方法） 

第１０条 実施機関は、公募委員の選考を行うときは、附属機関ごとに

選考委員会を設置し、面接及び次に掲げるいずれか一以上の方法によ

り行うものとする。 

（１）小論文 

（２）前号に掲げるもののほか、実施機関が適当と認める方法 

２ 実施機関は、公募委員の選考を終了したときは、速やかに、その結

果を応募者全員に通知するものとする。 



３ 公募委員を選考した結果、選任することとする者の数が募集人数に

満たなかったときは、実施機関が適当と認める方法により委員を選任

することができる。 

（ワークショップの開催） 

第１１条 実施機関は、条例第６条第１項のワークショップを開催しよ

うとするときは、次に掲げる事項を公表するものとする。  

（１）開催日時及び開催場所 

（２）対象とする事案の内容 

（３）参加対象者の範囲 

（４）前３号に掲げるもののほか、実施機関が必要と認める事項 

２ 実施機関は、ワークショップを開催したときは、開催記録を作成し、

千葉市情報公開条例（平成１２年千葉市条例第５２号）第７条に規定

する不開示情報に該当するものを除き、公表するものとする。 

３ 前２項の公表は、対象とする事案に応じ、インターネットを利用し

て閲覧に供する方法、公表に係る対象施策を所管する実施機関の事務

室における閲覧及び配布その他の実施機関が適当と認める方法により

行うものとする。 

（その他の市民参加の手続） 

第１２条 条例第６条第１項に規定するその他の市民参加の手続は、意

見交換会、意見募集、アンケート調査等とする。 

（意見交換会の開催） 

第１３条 意見交換会（実施機関が開催する会合であって、対象とする

施策又は施策の案（以下「対象施策等」という。）について市民の意

見を聴取し、又は市民及び実施機関若しくは市民同士が意見を交換す

る場を設けるものをいう。）を開催する場合の手続については、第１

１条の規定を準用する。この場合において、同条第３項中「対象とす

る事案」とあるのは、「対象施策等」と読み替えるものとする。 

（意見募集の実施） 

第１４条 実施機関は、意見募集（対象施策等について市民から意見の

提出を求める手続のうち、パブリックコメント手続を除いたものをい

う。）を実施しようとするときは、次に掲げる事項を公表するものと



する。 

（１）意見を募集する対象施策等の内容 

（２）対象施策等の概要、趣旨、目的、背景等の対象施策等を理解する

ために必要な資料 

（３）意見の提出期間、提出方法及び提出場所 

２ 意見募集における意見の提出については、第６条の規定を準用する。  

３ 実施機関は、意見募集を行ったときは、千葉市情報公開条例第７条

に規定する不開示情報に該当するものを除き、提出された意見の概要、

意見の提出者数及び意見の数を公表するものとする。 

４ 第１項及び前項の公表については、第１１条第３項の規定を準用す

る。この場合において、「対象とする事案」とあるのは、「対象施策

等」と読み替えるものとする。 

（アンケート調査の実施） 

第１５条 実施機関は、アンケート調査（対象施策等について一定の質

問形式で市民の意見を問う調査をいう。）を行ったときは、その結果

を公表する。 

２ 前項の公表については、第１１条第３項の規定を準用する。この場

合において、「対象とする事案」とあるのは、「対象施策等」と読み

替えるものとする。 

（実施計画の策定） 

第１６条 条例第１２条に規定する市民参加及び協働の取組を推進する

ための実施計画（以下「実施計画」という。）に定める事項は、次の

とおりとする。 

（１）市民参加の手続を実施する施策及びその内容 

（２）協働により実施する施策及びその内容 

（３）前２号に掲げるもののほか、市民参加及び協働を推進するために

実施する施策 

（４）その他市長が必要と認める事項 

 （実施計画及び実施状況の公表） 

第１７条 条例第１３条の規定による実施計画及びその実施状況の公表

は、条例第１５条第１項の規定による調査審議の後、速やかに、行う



ものとする。 

２ 前項の公表については、第５条第２項の規定を準用する。 

 （推進会議の組織） 

第１８条 条例第１４条第１項に規定する千葉市市民参加協働推進会議

（以下「推進会議」という。）に会長及び副会長を置き、委員の互選

によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第１９条 推進会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 推進会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

３ 推進会議において意思決定を行う場合には、出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（会議の特例） 

第１９条の２ 推進会議は、推進会議においてあらかじめ指定された事

項については、文書その他の方法により、意思決定をすることがで

きる。 

 （委任） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項

は、実施機関が別に定める。 

    

附 則 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行後最初に選任される推進会議の委員の任期は、平成

２２年３月３１日までとする。 

附 則 

 この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 



附 則 

 この規則は、平成２４年８月３１日から施行する。 

 

 


